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人事プラットフォーム戦略の研究

三　宅　光　頼

1．問題の所在 1

　ほとんどすべての企業が、人事になんらかの課題を抱えている。
　採用難、離職退職の増加、人材不足、人手不足、人件費の増大、さらに残業問題やメンタル
ヘルス、さらにはセクハラ、パワハラなど枚挙にいとまがない。
　原因は、人事制度の不備や実務担当者の未熟などさまざまである。さらには、管理職のマネ
ジメント能力の未熟に原因があることもある。
　人事の課題は、人事制度だけの問題ではなく、環境や組織設計、人事実務や運用能力、ある
いは意識の問題など、さまざまであることが多い2。
　そんな課題の中で最も厄介なのは、人事の機能不全よりも人事戦略の欠落である。
　技術力や品質によって差別化している企業が、売上や利益で人事の評価をしていたり、高度
先端技術企業が長期の年功序列で処遇していたり、さらには、人材のストックとフローの違い
すら認識していなかったりする。人事戦略を理解する必然性はそこにある3。

　本稿は経営に携わる者が、人事をより効果的効率的に運用するために、人事戦略や人事管理
だけでなく、人事に関する思想および哲学について体系的に理解することを試みている。そし
て、何よりも経営戦略の視点から人事の全体像を理解することを目的としている。
　そのために、人事プラットフォーム戦略についての概念を整理し、制度や運用だけでなく、
経営環境、さらには人材についてトータルの人事管理の仕組みと仕掛けについて、包括的な考

1 人事戦略は機能戦略だから事業目的や事業戦略が必要不可欠であるが、人事戦略の誤解や無理解による展開
を実務的に修正するのは困難が伴う。現実には、多くの人事戦略が事業戦略と無関係に策定されていること
が多い。理由は、①策定のための基本的で定式的なアプローチがないこと、②策定すべき項目が整理されて
いないこと、③多くの要素を検討するために、重要な要素がその策定プロセスの中ですり抜けてしまうこと、
さらに、④人事戦略の策定プロセスの中で経営者の事業観自体が喪失されるか、必要な検討から失念されて
しまうこと、にある。

2 筆者は、社会人大学院で経営戦略の教鞭をとっており、期のはじめに必ず戦略のテストを実施している。そ
の中で、常に「人事戦略」の領域は点数が低い。実際に多くの管理職は、人事戦略と人事管理については不
慣れなだけでなく、（知識不足が原因かもしれないが）意思決定を回避しようとする傾向が伺える。

3 筆者は以前、高級シティホテルの支配人に、「ホテル従業員にとって最も重要なものは何か」をヒアリング
した。関西を代表するホテルでは、「ホテルではどんなお客様が来るかわからない。柔軟性が第一。」との答
えだった。ミッション・ステートメントで著名なホテルは「おもてなしの心（ホスピタリティ）」。京都の老
舗高級旅館は「笑顔と気配り」である。重要なのは、これらのホテルのバリューを評価する基準がないこと
である。最も重要だといいながら、人事考課表では、一言もホスピタリティや柔軟性、笑顔について触れて
いない。評価すらされていないのが現実である。
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察を試みるものである。

2．人事戦略スキームの全体像

　本稿で提言する人事戦略スキームは3つの階層コンセプト（ビジョン・プロセス・ファンダ
メンタルズ）と12の設計コンセプトからなる。
　階層コンセプトは、人事戦略ピラミッドの3階層と対応し、「ビジョン・プロセス・ファン
ダメンタルズ（土台）」の3つからなる。
　経営戦略と同じく、人事戦略でも第一に重要なのは「ビジョン」である。
　第二は、経営戦略でも重要な事業ドメインに対応するもので、人事戦略の基盤となる土台、
「ファンダメンタルズ（人事プラットフォームを含む）」であろう。
　これらに経営戦略の「競争戦略・成長戦略」と対応する人事戦略の第二階層となる「人事プ
ロセス」が、人事戦略の持つ曖昧さを解消してくれる。

　人事戦略は、人事管理の4つのサブシステム「評価システム、報酬システム、人材開発シス
テム、人材活用システム」と、2つの業務フロー「採用退職フローと、昇格降格（昇進降職）
フロー」を対象とする。この4つのサブシステムと2つの業務フローは、「トータル人事管理
システム」と呼ばれており、人事管理の基本体系となるものである4。
　人事プラットフォーム戦略は、人事管理の各サブシステムに影響を与える。人事管理が全体
統制を意識するのに対し、人事戦略は重点志向であって全体の整合性を一部犠牲にする。
　人事戦略ピラミッドの第一階層「人事ビジョン」は人事の哲学や理念となる人事フィロソ
フィー戦略、そして人材価値を実現する人材バリュー戦略、さらに、組織の存在意義と統制や
目的を示すコンプライアンス＆ガバナンス戦略の3つの人事戦略からなる。

　第二階層「人事プロセス」は、人材の評価と育成の人材スクリーニング戦略、育成と活用の
材クリエーション戦略、発掘と処遇の人材マーケティング戦略、動機付けと志の人材ベーショ
ン戦略、さらに組織設計と要員管理のマンパワー＆フォーメーション戦略、最後は人生設計と
ステージ作りのキャリア＆ビジョン戦略の6つの人事戦略からなる。

　第三階層「人事ファンダメンタル」は、そもそもの人材構造を決定する人材ポートフォリオ
戦略、事業の存在意義と役割を決定するミッション＆リーダーシップ戦略、そしてこれらの戦
略構造を決定する人事プラットフォーム戦略の3つの人事戦略からなる。
　業種（業界構造）と外部環境（経済環境）は、経営戦略そのもののあり方に影響を与える。
　グループ経営のような事業構造やビジネスモデルを人事戦略に適切に展開するフレームの統
合思考が人事プラットフォーム戦略である。

4 楠田丘『人事・処遇の診断と処方―トータル・システムづくりの手順』日本生産性本部、1982年。



人事プラットフォーム戦略の研究

― 249―

3．人事管理と人事プラットフォームの構造図

　12の人事戦略の中で、人事プラットフォーム戦略は人事戦略構造の基盤であるとともに、
人事戦略のコアになるものである。人事管理の諸制度と人事プラットフォーム戦略は、それぞ
れ有機的につながっている。
　人事管理の4つのサブシステム（評価・処遇・育成・活用の諸制度）と人事戦略の4戦略（人
材マーケティング戦略・人材スクリーニング戦略・人材クリエーション戦略・人材モチベーショ
ン戦略）が、それぞれ有機的につながっているのである。

図2　人事管理と人事プラットフォームの構造図
（筆者作成）

図1　人事戦略スキームの全体像（人事戦略ピラミッド）
（筆者作成）
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4．人事プラットフォームの戦略的な意味

　多くの企業では、人事管理の基本フレームワークとして階層を昇格するフレームワーク（枠
組み）を用いてきた。
　役職位等級制度、職能資格制度、職務等級制度、ジョブサイズ制度、役割等級制度、いずれ
も概念はシンプルであったし、外観上の完成度も高い。しかし、運用となると定義も尺度も記
述内容も、たちまち、頼りなく、よりどころがなくなっているのである。
　「なぜフレームワークが必要か」の議論ではない。必要なのは理由ではなく目的である。
　「何のためにフレームワークを構築したか」といった議論である。
　多くの場合、結果としてフレームワークはかならず構築される。人材マネジメントを行う上
でのフレームワークの定義は常に「後付け」である。

　多くのコンサルティングファームや ITシステム会社で「人事プラットフォーム」の実務的
な定義が用いられてきた。概念としては理解でき、必要性も漠然と感じているものの、どう形
にしていくかがわからなかった。
　各社の人事プラットフォームの実務的な定義の例として下記のとおり。

①コンサルティング会社A社の定義　⇒　「人事プラットフォーム」の使い方は、「役割・
成果主義導入によるグローバル人事の人事プラットフォーム構築に関わる戦略的なソ
リューション提供」であり、ある「かたまり」か「管理の集合型」

②コンサルティング会社B社の定義　⇒　「人事プラットフォームは、終身雇用と年功序
列制の枠にとらわれず、企業側にとっては、必要な時に必要な人材が集まることが望ま
しい……」といったように、政策、施策、あるいはポリシーのような使われ方。あるい
は「状況対応型」

③コンピュータ会社C社　⇒　「当社の人事プラットフォームは、『サーバ、PC、フロー
を含めたトータルのハード・ソフトの集合』として提供する」基盤のイメージをわかり
やすく表現した「プラットフォーム型」

　さまざまな定義がある中で、議論の混乱を招かないために、本稿における人事プラット
フォームの定義をしておく。
　本稿における「人事プラットフォームの定義は、『事業戦略の展開において、経営戦略的意
図の下にグルーピングされた（業界業種業態ごとの）人事の（基本フレームワークと）サブシ
ステム（評価・処遇・育成・活用）を構築するために、必要な人事戦略と、そのサブシステム
をトータルで有機的に結合させた、ハード / ソフトの集合（基盤）と環境（基盤）』、と定義し
ておく。
　この定義であれば網羅的・合理的・効果的・定式的であるだけでなく、打算的・意図的・合
目的的・実用的な利用も可能となり、人事プラットフォーム戦略を有用たらしめる。
　ただし、もっと重要なのは、ここでも、定義よりも意味である。
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表1　人事プラットフォーム戦略の戦略的な意味

人材ポート
フ ォ リ オ
戦略

・事業を札束（数値と利益）ではなく、夢と可能性、活躍のフィールドとして定義す
ること。
・事業に求められる人材で、適材適所、適時適量、適価適齢を実現すること。
・必要な役割（使命、仕事）と能力を明確にし、機動的で効率的な組織を作ること。
・何に対して報酬を払うか「判断基準」のよりどころを定義すること。
・企業の成長と価値の増大、競争力強化と環境適合を目的に人材最適化の要件を2軸
（期待要件と成果要件）の観点から導き出した人材についての基準を提供するもの。
・2軸とは「経営の視点から設定した役割基準（ビジネスリーダー、コンピタンスリー
ダー、コミットメントリーダー）」と、「社員の視点からの貢献基準（ナレッジ軸・創
造性軸・成果軸）」をタイプ別に表現することにより、人材の戦略コンピタンスとして
のあり方を示すもの。

人材マーケ
テ ィ ン グ
戦略

・雇用競争力のある報酬を実現し、あわせて十分な目利き能力を保持することで、素
材の優秀な人材を定着させること。
・事業に求められる能力要素、行動特性を規定し、人材の市場価値を補足、採用と処遇、
定着化に寄与させること。
・求める人材とは、
　　①無から有を作る人材
　　②不可能を可能にする人材
　　③人の心に火を点す人材
　　④尊敬と信頼を獲得できる人材
　　⑤弱者を排除せずすべての人を愛し、すべての人の可能性を信じる人材
　　⑥正直者が馬鹿をみないよう努力と知識に敬意を払う人材
　　⑦こうした人材を必ず見つけ出し、チャンスを与える人材
・処遇という人事の側面を戦略的に位置づけながら、企業の魅力、ビジネスの魅力、
働く人々の魅力によって、優秀な人材の獲得競争を実現する。
・優秀な人材の選別と選抜、選択という、アセスメントとアプレイザルの基準の明確
化と処遇の効果的な活用をメインとしている。
・報酬、職務、権限というインセンティブ・ファクターを明示し、外に対しても競争
優位を実現する。

人 材 ス ク
リーニング
戦略

・ハイ・ポテンシャル人材の能力、行動、成果、人格、覚悟を見極め、適切に発掘し、
ハイタレント人材となるべく、適正な人材開発環境におくこと。
・特に、ビジネスリーダーとコンピテンスリーダー、そしてコミットメントリーダー
を開発すること。
・サクセッションプラン（人材の選別と定着化）を通じて、次世代の経営ステージで
活用できる人材要件を評価の基準とすることで、マンパワーの変革を実現する。
・人材タイプ別の評価基準の提供を行うことで、稼ぐ人材、維持する人材、変革を促
す人材、価値を創出する人材の選別を促す。

人 材 ク リ
エーション
戦略

・人材を育成し、成長させて、常に現役として活用すること。
・全く新しい才能を見出したり、全く異なるキャリアへの転身を図ったり、人生の価
値観やパラダイムの転換を促すこと。
・覚悟を促し、責任を自覚させ、行動の変革を促進し、意識や生活様式までも改めさ
せること。
・知識、技術、技能、ノウハウの体得を誠実に行うとともに、先人の努力と忍耐に敬
意を払うこと。
・成果をあげた人材をさらにストレッチさせるために、積極的に登用・活用し、次の
育成につなげること。
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5．人事戦略スキームにおけるステークホルダーの視点

　本稿で展開する12の人事戦略スキームは、企業を支える各ステークホルダーの視点が出発
点となる。
　第一の視点は、「株主、経営者の視点」であり、経営資源と事業構造、そして意思決定の整
合性を合目的的に配置する仕組みと仕掛けであり、「適材適所」「適時適量」「適価適齢」を実
現する戦略となる。

　第二の視点は、「顧客、社会の視点」であり、顧客のために「安心安全」「安価安定」「安寧安康」
を実践する。人事部の顧客を内部だけと捉えて、従業員を顧客とみなす見方は短絡的である。
人事戦略も、すべてのステークホルダーの貢献に資するものでなければならない。
　第三の視点は、「社員（従業員）の視点」であり、「成長成功」「成果成績」「成熟成就」を成
し遂げることにある。社員は企業と共に成長し、事業は社員の成長を待って企業価値を実現で
きる。昔、企業は社長の器よりも大きくなれない、といわれた。いま、社員の英知とチームワー

図3　人事戦略における4つのステークホルダー視点
（筆者作成）

人 材 モ チ
ベーション
戦略

・組織と個人を常に動機付け、向上させ続けること。
・なりたい人材イメージを明確に持たせ、その方向で努力させるとともに、実現後の
活用方法まで具体化できること。
・処遇（やりがいのある仕事＋権限・肩書き＋報酬＋名誉）を与え、その結果、やり
がいのある仕事が人を成長に導くといったプロセスの確立によりモチベーション戦略
の基礎とすること。
・育てて仕事を与えるのではなく、仕事を通じて育つ仕組みを構築する。
・人を動機付ける（モチベーション）ことと同じく、人を落胆させ、意気消沈（デモチベー
ション）させる原因と対処も心得ていること。
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クが社長の器を超えて、企業価値を増幅させる。

　第四の視点は、「取引先、仕入れ先の視点」であり、「共存共栄」「共感共鳴」「共有享受」の
実現にある。ステークホルダーの中でもこれは、企業そのものが外に対して開かれたオープン
構造であり、この構造のみが成長できる仕組みであることを再確認させる。

6．人事戦略と人事管理のメルクマール

　経営資源としての人材は、「労働力（労働能力・習熟能力）・労働量（要員）・労働対価（賃金）」
といったコントロール可能なベーシックなものから、「情報・時間・知識・経験」といった管
理可能だけれども、コントロール側にかなりの成長と習熟、熟練を要するものに分かれる5。
　人事戦略と人事管理は学術的には区分可能であるが、どこまでが戦略でどこから管理なのか
を実務的に区別しようとする専門家や実務家はいない。
　事業戦略と事業計画を明確に区別して、実務で使い分けている経営者はいないだろう。
　それは定義が無意味なためでも困難なためでもない。色相や光相のように、相互に融合して
いるからに他ならない6。
　戦略と戦術もこれに酷似する。実務的に活用できれば良し、と考える。

　人事戦略は、事業、目的、機能の3つの様相を重ね持つ。そして人事管理は、仕掛け、仕組
み、運用の3つの様相を重ね持つ。

　人事戦略の事業と目的は、人事管理の仕組みとして実現される。事業の範囲と人事の目的が
曖昧だと、人事制度（仕組み）自体が曖昧となる。同様に、人事戦略の目的と機能は人事管理
の「仕掛け」、すなわち、人事管理上の工夫を構成することになる。
　戦略の機能が不十分だと、仕掛けも不徹底となる。事業と機能は、人事戦略では戦略実行の
ための「運用」が第一であり、事業の期初の目的が少しずつ実現できるよう、マネジメント側
での配慮が重要である。

　人事戦略の目的には、仕掛けと仕組みが求められる。人事の機能には、人事の仕掛けと運用
が欠かせない。そして、事業の展開は、仕組みとその運用が必須である。
　逆に、人事管理の仕組みは、実現すべき事業とその目的によって設計される。チャンドラー

5 ポーター、M. E.（1996）、“What is Strategy” Harvard Business Review vol. 11―12　邦訳　中辻（1997）「戦
略の本質」『ダイヤモンド・ハーバード・ビジネス・レビュー』1997、Vol. 3、ダイヤモンド社、1997年．ポー
ターM. E. “What is Strategy,” Harvard Business Review, Nov-Dec 1996, p. 61.

 ポーター（1996）では、「競合より上手くやることで生産性と効率性の向上を図るのは戦略とは程遠い」と
経営管理と経営戦略の峻別を説いている。

6 周知のように光の3原色は、RGB（レッド・グリーン・ブルー）であり、3色をあわせると透明（白）になる。
また色の3原色は、CMY（シアン・マゼンダ・イエロー）であり、3色あわせると濁色（黒）になる。光は
プリズムで分離できる。しかしコントロールには技術を要する。色は自由に混ぜ合わせることができる。コ
ントロールも可能である。しかし、光なしでは正確な色は認識できない。色がなければ光もコントロールで
きない。光は色を通じてコントロールされる。区別はできるが別々には、コントロールできない。
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の「組織は戦略に従う」という命題である。
　人事管理の仕掛けは、人事の目的と強化すべき機能によって内容が異なる。運用にいたって
は、事業と求める機能によって方法も異なる。人事戦略と人事管理の構造は、光と色彩のプリ
ズム構造と同じである。

図4　人事戦略と人事管理の重層構造
（筆者作成）

7．人事管理の発展段階

　ドラッカー（1996）の指摘するとおり、現場で人事管理の実務に携わっている管理のエキ
スパートである人事チャンピオンでさえ、組織に対する自らの貢献度を明確に証明できないで
いる7。
　かつてのように、科学的管理法が花形のとき人事管理者は幸福であった。
　徹底したインプット・アウトプット分析、効率性と生産性の追究で人事管理上の問題点と所
在とその回答を示してくれていた。数値に従いさえすれば誰もが納得した。確実に生産性は向
上し続けたからである。

　いま、人事チャンピオンは、人事の実務家ではあるが戦略家になりえず、企業内政治家・企
業内FBI、あるいは企業内の労使交渉人ぐらいでしか自らの貢献を語る言葉を持ち得なくなっ
ている。
　組織の長（リーダー）は、組織に対して自らの存在証明を行わなければならない。
　それには、ドラッカーのいうように、次の2つの方法が近道だ。
　第一は、自分自身と自分の部門が、全体組織のために何をすべきかを明確にすること。

7 人事チャンピオンという用語は、D. ウルリッチ『MBAの人事戦略』（日能率協会マネジメントセンター　
1997）原典のタイトル“Human Resource Champion”に由来する。ウルリッチは人事担当者の本来の機能に
ついて、戦略パートナー、変革エージェント、さらに管理のエキスパートと従業員のチャンピオンとして、
その存在を提言している。ドラッカーは明確にしていないが、単なる実務者の機能を想定しているのではな
いかと思われる。そうでなければ、人事企画者や人事戦略者の機能は今後ますます重要になるからである。
人事部はアウトソーシングできるが、経営者の人事機能はアウトソーシングできない。これこそ人事チャン
ピオンなのである。
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　第二は、自分と自分の部門が、他の部門に対して何ができるかを明確にすること。
　今、人事チャンピオンはそのどちらも証明できないでいる8。

　人事チャンピオンの存在証明の第一レベルは、人事専門職として、報酬管理、福利厚生管理、
寮・社宅管理、安全衛生、さらには労務管理や採用業務等に従事することである。その間は貢
献を十分に評価してもらえるだろう。しかし、これでは人事実務のベテランになれても経営者
の補佐にはなれない。
　究極的には人事の戦略パートナーおよび変革エージェントとしての役割を発揮することを目
指したとしても、それは経営補佐職になることを意味する、長い長い道程の通過点かもしれな
い。最も手っ取り早いのは、管理のエキスパートとして実直なミドルマネジメントを演じるこ
とに尽きるだろう。

　第二レベルは、人事の管理プログラムを丁寧にフォローし、人件費管理、目標管理、組織生
産性、能力開発さらに総額人件費管理までコントロールできるようになれば、戦略パートナー
への登用も近いかもしれない。
　管理のエキスパートとして求められる視点と、管理すべき項目は、それほど多くはないが、

8 P. F. ドラッカー『新訳　現代の経営（下）』ダイヤモンド社（邦訳　上田恒生）、1996　136頁

図5　ステークホルダーの視点と人事管理
（筆者作成）
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丁寧にコントロールして、予算と実績の一致を図るとなると、一定期間の熟練を要する。

　第三レベルとして、人事管理、労務管理、組織管理、人件費管理、業務管理、部門管理、要
員管理、組織風土管理、人事情報管理、リスク管理といった管理項目に習熟できれば、ベテラ
ンの域に達する。事実、これらは、ベテランの人事担当者でもかなりの経験を必要とする。
　人事の年間イベントを、戦略パートナーの実戦部隊として運営するためには指揮命令権の集
中と丁寧なスケジュール管理、タスク管理を実践することになる。

　第四レベルとして求められているのは、4つの視点からの管理であり、変革エージェントも
しくは戦略パートナーとしての観点である。すなわち、①人事情報とプロセスの管理、②組織
と制度の管理、③人材育成と能力の管理、④意識と行動の管理である。

8．人事戦略スキームの構成要素と人事プラットフォーム戦略の全体像

　人事戦略を構成する要素と検討のプロセスはどうあるべきか。
　それは事業戦略の設計プロセスに、人事戦略の決定要素をどうのように組み込んでいくかに
かかっている。
　自社事業に最適な人材ポートフォリオを適材適所で組むことができれば、人事管理は比較的
容易になる。少なくとも人事制度の適否で悩むことはいくらか軽減されるだろう。
　企業は常に盛衰を繰り返し、同じ立ち位置にはない。それぞれの、そしてその瞬間瞬間の競
合環境、事業構造や収益構造、企業文化や要員構成にあわせた人事戦略を構築することにな
る9。

　組織構造の多様化は、業界構造に対応できる形で人事プラットフォームの形成を要求する。
業界構造の変化は常に人事プラットフォームに対しても影響を与え続け、それがグループ経営
全体のダイナミクスや人材に広大な景観の広がりを見せている。そして、もちろんリスクにお
いても10。11

　人事プラットフォーム戦略の検討には、次の5つのアプローチが有効である。
　①「現状（As-Is）の課題」と「あるべき姿（To-Be）」の具体的なイメージを策定するアプロー

チ

9 金融事業を持つ大手AV機器メーカー、農業を展開する造船会社、自動車販売に資本参加した量販店、その後、
量販店は金融ビジネスを展開し、今は銀行の買収に名乗りをあげている。ゴム素材メーカーは、北海道に山
の手線より広大な森林を有し、牧場を経営する。小売業でも豪州タスマニアに牧場や農園を有している。自
然を相手に生きる農業従事者は、素材メーカーの給与体系にはなじまない。量販店の給与体系は、自動車販
売の成果型には向かないだろう。金融人材は、冗長な能力主義人事より、業績連動型報酬のほうが動機付け
しやすいに違いない。

10 グループ経営を経営者能力の効果的な展開と捉えたE. T. ペンローズ（1956年）は、当時としてグループ経
営や多角化の概念自体が未整備な中、アントレプルナーシップという人材の不均衡是正の観点から事業成長
の必然性を看破していた。

11 Arthur Andersen Change Enablement Concept（1998）をもとに筆者改訂。
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　②あるべき姿にむけて取り組むべき「組織と制度の変革」アプローチとTo-Doリスト策定
　③あるべき姿にむけて取り組むべき「意識と行動の変革」アプローチとTo-Doリスト策定
　④求められるリーダーシップ像（組織行動）と、マネジメント像（組織管理）の定義と具体

化のアプローチ
　⑤情報共有とナレッジ共有による環境作りのプロセス

　各社の事業戦略には、必ずといっていいほど人材に関する戦略が入っている。
　事業の成長には、人材の成長が欠かせないからである。そして、人材の成長にあわせて、事
業戦略はその堅牢性、頑強性を増すことになる。

図6　人事プラットフォーム検討プロセスの全体像11

（筆者作成）

9．人事プラットフォームの展開事例による確認

　具体的に、いくつかの企業で人事プラットフォームを展開した事例を確認してみよう。
　総合化学メーカー、介護事業大手、合成樹脂メーカー、3社の例である。

（事例1）　総合化学メーカーA社の経営目標と戦略シナリオ
①A社概要
　A社は、食品から樹脂製品、化成品、高分子吸収体、さらに高機能材など幅広い事業を展開
しているが、ここもとの業績は相対的に縮減傾向が続いていた。
　それまでのニッチトップを目指しての戦略の取り組みプロセスをつぶさに反省したところ、
知らず知らずのうちにチャレンジ精神の減衰、あるいは意識的・精神的な意欲消失に行きつい
た。
　いま一度、チャレンジ精神を回復し、あわせてメジャーマーケットでの優位なポジションを
獲得すべく、戦略フィールドを「ニッチ」からグローバル・メジャー・ドメインにかじ取りを
した。
　それは全方位での改革を意味する戦略であるが、挑戦するに十分に値するものとなった。
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　具体的な数値目標として中長期の経営計画では1兆円を目指すこととした。

図7　総合化学メーカー A社の人事プラットフォーム検討プロセス（筆者作成）

　A社は、組織の具体的なコア課題の設定とその根本原因の追究を徹底して行った。その結
果、解決のための施策とプロセスを設定し、さらにその先にある目指すべき目標の設定を行う
ことで、組織に活力を取り戻そうとしている。

表2　A社の課題と戦略目標、および実行プロセス

課題 プロセス / オペレーション 目標

1．組織力の低下 ・シェアードサービス化推進
・グローバル人材育成
・コーポレートセンター強化

・グローバル経営の強化
・グループ一体経営と再編
・組織の中心力強化

2．挑戦する意欲の低下 ・MBOの精緻化
・プロセス重視の評価制度へ転換

・チーム経営の徹底
・部門別業績管理と貢献度測定

3．イノベーションの欠如 ・R＆D研究部門の組織改編
・PJ型からクラスター型
・事業再編＆選択と集中

・R＆D製品のシェア確保
・ROA　10％の達成

　A社の戦略の重要な特徴は、R&D人材の活用とチーム編成だ。
　クラスター型の新製品、新素材開発事業にこだわり、複数のプロジェクトチームを同時に立
ち上げ、ISOのステップを参考に徹底した開発プロセスの改革を実践した。
　数件の新規案件が提案され、そのうちいくつかが現在進行中で次のステップに進んでいる。
　ここでも人事の変革が中心的な戦略課題である。計画的な人材育成プログラムや進路の選択
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性など、幅広い人材育成と人材活用を志向している。
　この検討プロセスを使って、総合化学メーカー A社では、詳細なアクションプランを有機
的につなげるいくつかのパターンを設計し、その一つについて、トップの承認を得て、中長期
経営計画にブレークダウンした。
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（事例2）　介護事業B社の経営目標と戦略シナリオ
　B社は、医療教育、介護ビジネスの業界トップ企業であり、リーディングカンパニーである。
　そこで働く多くの従業員も、純粋に介護ビジネスに献身的、意欲的、且つ、高邁な精神で従
事している。一方で、なかなか進まない処遇の改善の中、人材の育成が難しく離職率も高い。
　業界では、グッドウィルグループのコムスンの例にみられるように、不正請求や人材の水増
しといったコンプライアンス上の問題が発生しないように、現場事務所やデイケアセンター等
の監査業務が徹底されている。
　しかしながら、急成長・急膨張した企業の内部マネジメントにはおのずと限界がある。
　なかなか減らない現場の介護事故、厳格な統制を実施しているものの、全社で統一的な監視
統制が困難なために、完全には撲滅できないでいる。過去には個人情報の流出などがあり、そ
のために現状でもプライバシーマークの取得はできていない。
　中心的な戦略メニューに人材育成ニーズを掲げているのも、マネジメント力の強化が求めら
れているからに他ならない。人事戦略の重視が事業計画の中で明示される理由がそこにある。

　こうした中、B社を取り巻く環境は、内部統制の必要性、マネジメント改革の重要性を十分
に認識してはいるものの、まだまだマーケットは急拡大傾向にあり、むしろ成長に乗り遅れる
ことが許されない状況にあるといってよい。そのため、（あえて、コンプライアンスの徹底よ
りも）マーケットの拡大に対応する必要があり、その実践的な事業の拡大を優先することとし
た。その理由は明確である。コンプライアンスで人が死ぬことはないが、介護の遅れは、死を
意味することがある。生物的にも社会的にも。そして、多少のコンプライアンス違反があった
としても、重要なのは介護サービスの提供そのもののほうが優先されるという現実である。

　実際に、内部統制やマネジメントを徹底するには、未だにB社の財務基盤は脆弱で、しか
も、人材の離職・流出が多く、なかなか定着しないでいる。
　このような状況で、満足な内部マネジメント、内部統制が徹底できるとは考えられず、時期
尚早であると判断し、さらなる事業の拡大を図ることにしたのである。
　それは、行政やマーケットからの要請でもある。

　近年は日本国内だけでなく、日本よりも高齢化が進むといわれている中国でのビジネス展開
に取り組み、成果をあげつつある。
　日本的な「おもてなし」と「高品質の介護サービス」が受け入れられているのである。
　内部マネジメントは、組織規模の大きさから、全社で取り組むには規模が大きすぎ、ハンド
リングが困難なため、各事業部（現場）に任せることとした。
　実際、事業部の独立性が高く、事業全体の掌握は今後の重要な課題となっている。
　求められる人事プラットフォームは、小さな拠点リーダーの圧倒的な数の確保と、初歩的レ
ベルの人材育成であり、リージョナル拠点のグループ経営者が戦略の要となる。
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（事例3）　樹脂メーカーC社の経営目標と戦略シナリオ
　C社は長い間、販売費および一般管理費（いわゆる販管費）の増大に悩んでいた。
　工場や事業部ごとの「部分最適の効率化」を追求するあまり、工場経費を本社に付け替え、
本社管理部門や販売費、物流費、在庫費の肥大化を招いていた。
　早急な対策が必要な中で、間接費の圧縮と本社のスリム化に取り組むことにしたのである。
　取り組むべき課題の一つとしてフォーカスされたのは、関係会社の整理統合とシェアード
サービス化による共通業務の統廃合と標準化、さらにシステム化による業務処理能力の高度化
である。

　具体的なメッセージとしては「筋肉質の経営体質の実現」を実行するために、「本社機能の
集約、組織の再編、さらに人材の多能工化、グループ人材の流動化」を推進することとなった。
　これまでグループ各社には独自経営を推奨してきたが、マーケットでの相対的な劣敗を克服
するには、グループ最適化とシナジーの追求が必要不可欠となった。
　C社の市場での優位を強化していくためには、国内4工場の最適生産体制の確立と、一つひ
とつの事業部の営業力の強化を進めること、開発機能の強化を図ること、さらに本社の効率化
が欠かせない。
　C社は、事業単位の戦略の明確化、グループ経営の効率化を図りながら、本社の筋肉質体質
つくりを図ることとし、その具体的な取り組みを実施している。

表3　B社の課題と戦略目標、および実行プロセス

課題 プロセス / オペレーション 目標

1．マネジメント改革の必要 ・内部統制強化
・社員の定着化促進

・リスクマネジメント
・幹部社員、監督社員の交流

2．成長の鈍化 ・営業力の強化
・中国への進出

・グローバル経営
・グループ一体経営
・組織の中心力強化

3．営業力の強化 ・事業部の権限の明確化
・本社の求心力の強化

・権限委譲
・事業部独自経営の推進
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10．人事戦略ピラミッドと戦略3層構造

　人事を理解するため、ここまで人事戦略の目的と意義を整理してきたが、前提となる経営戦
略の人事的な視点については議論をしてこなかった。
　経営戦略を人事戦略までブレークダウンするプロセスを整理しておく必要がある。
　そもそも経営戦略を人事制度とその運用にまでブレークダウンできなければ人事戦略とはい
えない12。

　経営戦略の構造は、垂直構造と平面構造から成り立っている。戦略ピラミッドは垂直構造で
あり、戦略マップは平面構造となる。
　戦略ピラミッドは、企業分析の視点を提供するものであり、人事戦略を経営戦略の視点から
不安するためのヒントを与えるものとなる。

　経営戦略をビジネスモデルの視点から整理すると以下の3つとなる。
①収益構造：（何で・どうやって・誰が儲けているのか。利益の源泉は何か。）
②事業構造：（製造・販売・管理のバリューチェーン構造はどうなっているのか。コスト
構造はどうなっているのか。）

③業界構造：（生存環境・競合環境・成長環境はどこか。顧客はどこにいるのか。競合は誰か。）

　第一の収益構造は、以下の4Pモデルからなる。
①プロダクトモデル
②プロフィットモデル
③プロセスモデル
④ピープルモデル

　①のプロダクトモデルは、ビジネスモデルの中心であり、付加価値の化体であり、実現価値、
用途価値そのものの明確化である。

　②のプロフィットモデルとは、自社の利益が何か、どこから来ているか、を定義することで
ある。具体的には、物販、手数料、加工賃、金利差、労務提供、ノウハウ提供（独占もしくは
専門性）、原材料の独占、製品の希少性、在庫品揃え、流通配送、時間省力など、事業の特性
にあわせて定義することから始まる。
　物販ビジネスなら、安く安定的に仕入れることが必然となる。手数料ビジネスならば効率化
や量の拡大、もしくは人件費の圧縮が必然となる。多くは単一の利益定義ではなく、複数の利
益定義の組み合わせからなっており、その出発点は、常にモノ選びである13。

12 注意が必要なのは、戦略の定義も構造も、順序も後付けであり、最初に構造や定義があって戦略が構築され
るわけではない。理論的には、それぞれはストラクチャ（構造）やアプローチ（視点）により整理が可能で
あるが、それぞれが排他的・網羅的（いわゆるMECE）にできあがっているわけではない。時には、入れ子
構造になっていることさえる。

13 例えば、コンタクトレンズはデマンド対応製品であって、顧客のニーズ製品ではない。
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　③のプロセスモデルは、その製品はどのプロセスで付加価値を高め、収益をあげているか。
どの工程が儲けの柱か、その工程のマネジメントはどうなっているのか、どこに付加価値の源
泉があるのかを明確にすることだ。そして、それは「バリューチェーン」であるが、利益の喪
失ポイントを明示する「ロスト・チェーン」そのものであり、「ロスト・プロセス」でもある。

　④のピープルモデルは、価値の差別化と高付加価値を実現しているプロセスを誰が実現して
いるのかを明確化にすることにある。
　戦略は、そもそも重点管理なので、網羅的にならないよう留意して定義される。
　営業部門でも、本当に稼いでいる営業マンは特定できる。製品開発を行うには開発センスが
必要で、その開発センスを持っている人材も限られる。プロフェッショナルの組織であればあ
るほど、キーマンは限られていく。
　戦国時代の合戦でも、敵の大将をたおせば、何千、何万の軍勢も瓦解し、雨散霧消すること
は歴史が実証している。

図11　戦略ピラミッドにおける経営戦略の3階層
（経営理念から人事戦略へのブレークダウン）
（筆者作成）

 顧客の本当のニーズは「視力」であって、「レンズ」ではない。これはマーケティングの近視眼と呼ばれる。
しかし、コンタクトレンズ会社は、「視力」を販売しているわけではなく、あくまでも素材としての親水性
プラスチックである「コンタクトレンズ」そのものを提供している。たとえ、ニーズがわかっていても、施
術で直接治療する方法はとっていない。脅威であることは理解できても、これはニーズとデマンドの違いで
あり、限界である。
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表4　ビジネスモデル構造の視点と概要

項目 視点 概要

プロフィットモデル ・自社の利益が何か、どこか
ら生じているかを定義する。
・顧客が何に対してお金を払
う準備をしているかを定義す
る。

・収益の実現構造行動：物販
（独占・余剰価値）
・金利、労務提供（サービス・
加工賃・手数料）、ノウハウお
よび希少性（専門性）販売、
キャパシティ販売（資本余剰・
設備余剰販売）など。

プロセスモデル ・経営プロセスのどの部分で
儲けているのかを定義する。
・経営プロセスのどの部分で
損失が発生しているかを定義
する。

・生産管理（工程管理、品質
管理、納期管理、コスト管理、）
・人事管理（評価・処遇・育成・
活用・フロー）
・金銭管理（収入・支出・資
金循環、資金繰り、資金効率、
キャッシュフロー）
・資本管理（不動産、資本金、
準備金）など

ピープルモデル ・誰が価値を実現しているの
かを定義する。
・誰が価値を減耗しているか
を定義する。

・行動特性・コンピテンシー
（行動特性）
・リーダーシップ、マネジメ
ント、エンパワーメント
・組織風土、企業文化

11．事業構造（3ファンクション・モデル）の理解と明確化

　すべての企業は、「作る（創る）ヒト」、「売るヒト」、「売った利益を分配する人」の3人か
らなる14。
　トヨタやソニーのような大企業でも、必ずこの3つの機能で成り立つ。この機能を一人で担っ
ているものを「家業」といい事業と区別される。実際には、大手企業でさえトップ経営者でな
ければなにも決められないような「家業（ホーム・ビジネス）」をしている企業はたくさんある。

　生産機能は大きく開発活動（R&D）と製造活動（Produce & Production）に分かれる。
　開発活動は、技術調査さらに先行研究事例と既存特許の確認を行い、技術（技法）開発、素
材開発、製品開発、そして用途開発を行う。
　実際に必要なのは、人材開発であるが、継続的な経営活動である以上、まずは人を育てる人
材の育成（採用）となる。しかも、マネジメント人材ではなく、R&Dを中心とした開発人材
の育成ができる人材が必要である。

　「R&D人材開発」担当人材は、R&D開発、R&D人材開発と同時並行で取り組まなければな

14 牟田　學『社長学』産能大出版部　1999年。
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らない。
　製造（生産）活動は、業種業態にもよるが、基本は組立てとすり合わせ、仕入れと販売、サー
ビス（労務）提供と請負（代行）に分かれる。雑駁な表現をすると「価値の実現（創造）」で、
成果物や財の提供を行う。

　販売機能はマーケティング活動と営業（セリング）活動が中心となる。
　マーケティングの定義はそれ自体さまざまであるが、基本は情報の収集と分析、そして、探
索と予測にある。近年では積極的にマーケティング行動として市場の創造や顧客の洗脳まで、
拡大してマーケティングに取り込もうとする企業行動も見受けられる15。
　市場探索、ニーズ探索、需要予測、消費行動予測の観点から経営戦略（戦略構築力）の整理
を行う。

　営業活動は、製造業にとっても、サービス業にとっても、また流通業にとってもコストの塊
であり、営業そのものが収益をあげる構造にはなりにくい。
　販売することそのものが収益事業になるのは、消化仕入れ販売をする歩合給社員ぐらいで、
仕入れた段階で、すでに営業活動はコストの塊になっている。
　製品を顧客に届け、換金するために必要な一切の活動を、ビフォアサービス、インサービス、
アフターサービスの3つの局面で分解し、情報提供収集活動、配送集金換金活動、営業員の育
成活動について整理を行う。

　多くの営業担当は、「行ける時に、会える人に会って、自分ができる話をして」帰り、自分
は営業をしてきたと勘違いする。本当は「会うべき時に、会うべき人にあって、話すべき話」
をするために、そこに留まらなければならない。
　顧客は「必要な情報を持っている人が、直接、会いたい時に来て、必要なサービスを提供し
てくれること」を望んでいる。
　分配機能は、利益が出た後の事後調整行動であるが、製造、販売の2つを効率的効果的に両
立させるために、いかにプレアクティブ＆プロ・アクティブにコントロールするかが問われる。

　経営者は「分配の魔術師」といわれる。
　利益をどのように分配するかによって事後の経営活動に与える影響が計り知れないからであ
る。問題なのは分配を決定するためのメカニズム、すなわち意思決定プロセスとタイミングに
あるといってよい。
　結果的に、分配には多くのステークホルダーがいるためにすべて「ある種のシナリオ」に基
づいて実行に移される。

15 いわゆるブルーオーシャン戦略は、経営戦略行動というより、マーケティング戦略行動に近いものである。
事例としてあげられているイエロー・テール・ワインによる「ワインを飲まない人のためのワイン」や急激
に部数を伸ばしている男性雑誌「Leon」の富裕層向け雑誌、“ちょい○○”というキーフレーズはまさしく
誘引であり、「洗脳」といえる。
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表5　事業構造を理解するための3機能

分類 活動＆行動の着眼点 方向性

生産機能
開発活動 製品製法用途開発、人材開発、人材開発人材の開発

製造活動 組立て活動、すりあわせ活動、価値創造活動

販売機能
マーケティング活動 市場探索、ニーズ探索、需要予測、消費行動予測

営業活動 ビフォアサービス、インサービス、アフターサービス

分配機能
プロ・アクティブ行動

〈サプライズ〉
需要予測、生産計画、投資計画、配当政策、人材発掘
育成、M&A対策、

パラ・アクティブ行動
〈ダイナミズム〉
リスクマネジメント、在庫調整、販売管理費、報酬管理、

12．業界構造の理解と明確化

　業界構造の理解で求められる態度は「相対化」である。
　自社の技術力、人材力、営業力、チャネル構築など、ありとあらゆるものを徹底的に「相対
化」すること、特に、自社の強みと思っている部分の「相対化」は、可能な限り客観的に、冷
徹に実践する必要がある。

　この「相対化」は、3つの環境適合について追及する。
　それは、

①　生存環境（事業適合の追及）
②　競争環境（市場適合の追及）
③　成長環境（時代適合の追及）

である。

　環境適合の第一は生存環境であり、「事業適合の追及」をすることにある。
　そのため、日常から心がけるべき点が3つある。
　一つめは、「収入の範囲内で生活しながら、投資してレバレッジを利かせる不断の自省とモ
ニタリングである。
　戦略の失敗の多くは、マンネリ（ゆで蛙現象）と自滅（リスクの過小評価）にみられるから
である。収益が激減しているのに、経費の削減ができていない、人件費の圧縮をしていない、
さらに、販売費や管理費の見直しができていない。
　その一方で、営業強化のために無理な宣伝広告を行ったり、未経験者を営業に配置したり、
製品開発・製造のための過剰な投資を行ったり、リスクを過小評価する傾向がある。

　二つめは、自社の行動や能力評価に無理がないこと。
　サステナビリティ（持続的可能性）は、維持継続できる事業を、自走可能な巡航速度で進行
することである。どこかに無理があると組織が疲弊し、その綻（ほころ）びを繕（つくろ）う
ために、無理な経営が進められる。
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　三つめは、常に自社の比較優位に基づいた経営を行うこと。
　自社の比較優位では、「自社の社内で優れているのはどこか」を明らかにすることにある。
　ドラッカーの提言通り、事業は強みに従って再定義されなければならない。

表6　環境モデルの視点と概要

環境区分 視点 概要

生存環境
（事業適合の追及）

生産性（倹約・勤勉性）

・収入の内で生活すること。
・在るものは使えるようにし、使えるものは十二
分に活用すること。
・不要不急なものに投資せず、購入しないこと。

維持継続性
・無理なく、継続できること。
・嗜好や流行、トレンドと無縁なこと。

比較優位性
・得意なこと、好きなことを専らとすること。
・自社内でも相対的な優位性があること。

競争環境
（市場適合の追及）

エクセレント＆
ローコスト・システム

・他者より優れたマネジメントを実現すること。
・同じシステムなら、他者よりコストがかからな
いこと（相対的に低い管理コストを実現）

コアコンピタンス
（中核能力）

・他社が容易にまねできない技術、能力を確立す
ること

フォーカス＆ディープ

・徹底すること。
・集中すること。
・短期間に実施すること。
・スピードをあげること。

ワイド＆フラット
・可能性を拡大すること。
・リスクに備えること。
・無理をせず、代替案を備えること。

成長環境
（時代適合の追及）

市場創造
（アイデンティティ

/ ブルーオーシャン）

・他社と区別できる市場を作ること。
・他社と異なるニーズを定義できること。
・自社を独自に認知してくれるもの。
・他社と明確に差別化でき、支持されるもの。

多角化・多地域化・
多様化

・それぞれ独立採算可能な事業を並立させること。
・カバー可能な他エリアを確保すること。
・同じ原因で自滅したり、相互瓦解しない程度の
組織的なゆらぎ、あるいは不均衡を内在させるこ
と。

イノベーション創発
スイッチング戦略

・創造性の中でも特に鍛錬され具体化されたもの。
・技術の不連続性対応。

　環境適合の第二となる競争環境とは、次の3つを実現することにある。
　一つめは、顧客（市場）に選ばれること。競合他社に勝つことではない。
　顧客（市場）に選ばれるために実施すべきは、一にも二にも、顧客価値と顧客満足を優先し
た経営システムを構築することに尽きる。
　エクセレントと思えるマネジメント・システムの構築、競合よりもローコストなオペレーショ



NUCB JOURNAL  OF ECONOMICS
AND INFORMATION SCIENCE vol. 59 No. 2

― 270―

ンの実現。敵は、過去の自分であり、現在の自分自身となる。
　これは誰もが、常に取り組まなければならないストイックなまでの経営管理に他ならない。

　二つめは、他社にまねできないコアコンピタンスといわれる中核能力（技術力、人材力、組
織風土）を獲得し、醸成すること。
　多くの製品サービスは、大半が比較購買の対象となる。常に、比較されていることを前提で、
市場に選ばれることを優先させるべきであろう。

　三つめは、第二のポイントと矛盾する点もあるが、コアコンピタンスが確立できないのであ
れば、少しでも優位と思われる点を、確実に増やしていくことである。
　すべてに勝つ必要はない。トータルで勝つことを目指す。
　陸上や体操に、十種競技というのがある。すべての種目に勝つのではなく、いくつかの競技
では相対的な強さを見せることが重要であって、最終的にトータル合計で勝つことを目指す。
ボロ負けしないことを最優先に競争環境を生き抜く方法である。

　繰り返すが、戦略の失敗には自滅が多い。経営者のマネジメント範囲を超えた管理、経験の
ない事業、知らないビジネスへの執着など、ギャンブルをしている経営者が少なくない。
　無理しない経営は、すべてが二番手、三番手かもしれない。しかし、トータルではトップに
立てる。
　環境適合の第三は、成長環境の追究である。
　これは企業価値の増大を追究し続けることではなく、いつのどのような時代でも、確実に事
業を継続できる基盤を確立しておくことだ。
　そのためにとるべき企業行動は3つある。それは、

①自分たちで価格決定できる市場を必ず持つこと
②可能な限り、多角化・多店舗化・多態化を実現すること
③オリジナリティを持つこと

　一つめの価格決定権は、すべての企業が望んで、なかなか得られない夢である。
　自社だけが展開可能な市場創造であり、近年のブルーオーシャン戦略に通ずるところである。
　競争環境では、戦略（もしくは価格と品質の決定）は、自分たちで管理できるが「決定」す
るのは「競合と顧客」の手にゆだねられる。
　自分で価格を決定できない競争は消耗戦となる。
　それを避けるためには、なんとしてでも自分で価格を決定できる市場を確保する必要がある。
　それが、成長環境を志向する第一義である。

　二つめは、地震や災害、流行やトレンド、資源の枯渇や輸出入の停止など、想定される地政
学的リスクや相場、政策などによる変化に対して、生き残ることができる事業構造を内在化（ビ
ルトイン）しておくことである。
　それには、多角化（多事業）・多エリア化（多店舗化）・多様化（多業態化）、多調達化（マルチチャ
ネル化）を実現することになる。
　阪神大震災、東日本大震災など、震災のたびに、多くの事業は廃業を余儀なくされた。半導
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体産業、自動車産業は、部品調達に苦慮している。原材料の高騰や値崩れで廃業したメーカー
もたくさんある。
　BCP（事業継続性の確保）は、時代の荒波を超えて生き続ける事業構造の構築であり、成長
環境の時代適合行動には欠かせない。

　成長環境における三つめの企業行動は、やはり、大原則である「イノベーション」。
　現実には、C. クリステンセン（2003年）がイノベーション・ジレンマで論破したように、
自分で自分の技術を破壊するようなイノベーションを構築するのは不可能とはいわないまで
も、かなりの困難を伴うことも事実であろう。
　ウォークマンで成功しているSONY、i-PODで成功したApple、成功経験のある企業は率先
して破壊はできない。スイッチング戦略で、時代を超えて生き残る「可能性を探る」ことであ
る。
　自社の技術・製品・市場は必ず衰退することを前提に、常に自社製品の切り替えを可能とす
る姿勢が求められる。

13．人事戦略とミッションマネジメント

　経営戦略の目的が「成長の存続と価値増大の増大」なら、人事戦略にも「成長に資する視点」
と「継続に資する視点」が求められる。
　この視点は、ミッションマネジメントとして、組織の中では、『役割展開』される。

　第一の「成長に資する視点」で遵守すべき黄金律として「ミッション・ビジョン・バリュー」
がある。
　ミッションの第一義は自社の存在意義であり、顧客の成功・成長・満足を実現し、顧客に選
ばれることにある。
　自社がなぜ選ばれるのか、なぜ顧客が自社の製品を買ってくれるのか、自社が顧客の成功と
成長にとって必要とされる存在そのものとなること。それがミッションである。顧客は、市場
と読み替えてもいい。
　顧客が成長・満足していないのに自社だけ成長することはありえない。共に栄えるために必
要不可欠となる重要なカウンターパートナーとして常に顧客に選ばれ支持される組織行動が求
められる。

　ミッションの実現には、2つの要因が要求される。
　「競争差別化要因（ディファレンシエータ）」と「成長促進要因（イネーブラ）」である。
　競合より優れた製品とサービス、組織とマネジメント・システムを構築することで、相対的
に有利な立場で事業を経営することができるようにすること、そしてオリジナルリティの追求
である。独自技術、製品サービスの提供であり、自社ブランドの確立であり、アイデンティティ
そのものといってもいい。
　ビジョンは自分たちの目指すべき方向やあるべき姿の決定を促す仕組みであり、「As-Is/
To-Beモデル」と「To-Doモデル」の2つからなる。
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　「バリュー」は、組織として敬意を払う価値（観）であり、組織が信頼と愛情を注ぐべき対
象である。
　バリューそのものは、未来永劫続くものでもなく環境が変われば大きく変遷するものである
が、バリューに対する態度やバリューがもつ役割が重要なのであって、その存在は普遍的なも
のだ。
　バリューの持つ態度と役割とは、「意思決定とコミュニケーション」に依存しているもので
あり、どんなに迷った場合でも判断基準がぶれないことにある。
　バリューにおけるコミュニケーション構造とは、相互の理解を早め、行動を促す共通の言語
を持ち、共有の伝説を語り継ぎ、共通のしきたり、規範を遵守・信奉することにある。
　本来、コミュニケーション構造は、双方向を前提とした仕組みであり、大半は情報収集と分
析に当てられる。それは、コミュニケーションの目的が、自己主張ではなく相互理解にあり、
情報の非対称を解消することにあるからに他ならない。

図12　ミッションマネジメントによる役割展開
（筆者作成）

　第二の「継続に資する視点」に求められる人事戦略の視点は「グロー、リッチ、パッション」
である。
　事業を成長させるために必要なのは、肥沃な「知恵と情報の大地（グロー）」であり、枯ら
すことのない「慈愛に溢れた価値観（リッチ）」であり、悠久の「時間軸に耐える組織忍耐と
情熱（パッション）」である。
　「グロー」とは、知恵、創造・イノベーション、価値観（事業観・市場観）、情報など、成長
の「種」を意味する。人材の知恵、創造とイノベーション、情報、そして価値観である。
　「リッチ」は、成長構造を担保する土台であり、土壌や価値観ともいえるものである。
　キャッシュ・リッチ、テクノロジー・リッチ、ケイパビリティ・リッチ、リソース・リッチ、
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インフォメーション・リッチを形容する言葉であり、経営土壌、製品土壌、マーケット土壌、
技術土壌、能力土壌、情報土壌を意味する。
　三つめのパッションは、成長している企業そのものが情熱（活力）を持っていることを示す
ものである。
　パッションとなるものは、人材の場合は生活感や企業の遺伝子、組織風土を醸成する価値観、
事業のパートナー、そして歴史など。
　生き残ろうとする「執念」、あるいは「エネルギー」といってもいいかもしれない。だからこそ、
それ自体がパッションであり、事業の継続の柱となるのである16。

表7　経営戦略が与える人事戦略ピラミッドの視点

視点 フレーム 内容

成長に資する視点

1．ミッション
（存在意義）

・競合差別化要因

・成長促進要因

2．ビジョン
（方向観）

・As-Is分析　To-Beモデル

・To-Doリスト

3．バリュー
（価値観）

・意思決定（ディシジョン・ステートメント）

・コミュニケーション（相互理解）

継続に資する視点

1．グロー
（成長）

・知恵　・情報

・創造　・イノベーション

2．リッチ
（豊饒）

・フロー（キャッシュ・テクノロジー）

・ストック（情報財・信用財・経験財・人財）

3．パッション
（情熱 /活力）

・組織情熱・組織忍耐

・伝統・歴史（社歴・名誉名声etc）

14．HRMおよびHCMの用語と用法について

　事業戦略と異なり、人事戦略を定義する試みは、迷宮に入り込みやすい。
　戦略という言葉は本来「入れ子構造（マトリョーシカのように、人形の中に人形の入ってい

16 古典的な事例では、スリーエムは売上げの30％～40を新製品で確保するという評価基準を導入している。
この単純なマネジメントの仕組みが、ごく普通のエンジニアを世界有数の開発集団に変貌させている。開発
思想は、製品開発（用途開発・製法開発・素材開発）だけでなく、組織開発、人材開発までは当然のことと
して要求するが、その先の技術開発、市場開発、業務開発まで展開すること、さらに、開発から創造の源と
なる「破壊する意思まで開発する」ステージへ展開することが開発思想の戦略的な意味といえるだろう。

 世界30カ国以上に製品輸出し、密閉式ポンプの圧倒的シェアを誇る帝國電機製作所（兵庫県新宮町）は、
300名そこそこの人材で成長を継続している。創業当初は、戦時の空襲からの疎開と軍需産業からの脱皮、
自動車部品製造からの転換を自らの破壊を通じて成し遂げてきた。これらを実現したのはパッションそのも
のといえる。

 2000年に始まった松下電器産業（現　パナソニック）の中村V字改革も破壊から出発している。「破壊その
ものを成長のために創造する開発思想」が重要なのである。

 これらの2つの視点は、企業の経営戦略の構造として重要であるが、組織および個人のレベルでのモチベー
ションにおいても重要な要素となる。組織と個人を動機付ける要素が、事業と時間の制約を克服することが
できるのである。
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る包括状態の構造）」を持っているだけでなく、経営者によって、いっていることとやってい
ることが異なることが多々あるからである。
　用語の問題も重要である。
　人材マネジメント戦略、報酬戦略、採用戦略、さらには評価戦略や昇進戦略、要員戦略など
といった概念的造語が氾濫している。最近では、コンピテンシー戦略（高業績者の行動特性戦
略）」といった用語も市民権を得ているようである17。

　本稿では、人事戦略の定義として、
①（経営目標、経営目的を実現するため）、人および人の持つ資源や能力の配分に影響を
与え、その成長と拡大、発展のためのアプローチ、環境、および仕組みと仕掛けを考え
ること。

②人材や人事管理上の競争優位性および独自性により、継続的に企業目的を達成するため
の、整合的（合目的的）な人材上および組織上の諸施策もしくは（または）意思決定の集合。

　（A Set of Integrated Actions and/or Decisions on Human Resources to Attain the Corporate 
Objective Sustainably Though Human Resources’ Competitive Advantages.）
と捉えていきたい。

　もうひとつ、古典的な用語の問題についての議論を再確認しておきたい。
　「人材」、「人的資源（ヒューマン・リソース）」、「人的資本（ヒューマン・キャピタル）」といっ
た用語のこだわりを持つ論者は多い。近年では、人材価値（ヒューマン・バリュー）という呼
び方もある。また、アプローチとしてSHRM（戦略的人的資源管理、シャームという）の概
念が確立しつつあるようである18。基本的に、人事担当者は、HRMやHCMとそこから派生す
るSHRM（戦略的人的資源管理）という言葉が嫌なのではないかと思われる節がある。
　人事管理、人材マネジメントという言葉も嫌いなのかもしれない。人に対して「管理」とい
う言葉を用いるのが嫌いなのではないだろうか19。

17 例えば、名著でもある『ハーバードビジネススクールテキスト；ハーバードが教える人材戦略』のオリジナ
ルタイトルは“Managing Human Assets”（人的資産のマネジメント）であって、必ずしも、Strategyを論じ
たものではない。実際に、本稿では人事フロー（採用と退職）や報酬設計、能力開発の必要性に紙面の大半
が割かれている。単なるフローやシステム構築、手続き的な部分に重点がおかれているために、システム
の設計そのものが戦略そのものと勘違いさせてしまうほどである。用語の曖昧な使用と不統一な使用（実
際にタイトルはHuman Assetsであるが、中はすべて『ヒューマンリソース』と表記している）もあって、
Strategyとmanagementの違いがわかりにくい。こうした混乱は、専門家の間でも人事戦略と人事管理が用
語としても混同され、さらには概念的な混乱までも生じさせている。あくまで本稿はストラテジーではなく
マネジメントについての基本稿と理解したほうが無難であろう。M. ビアー、B. スペクター、P. ローレンス、D. 
ミル、R. ウォルトン『ハーバードビジネススクールテキスト；ハーバードが教える人材戦略』邦訳　梅津祐良、
水谷榮一、日本生産性本部1990　13頁。

18 ビジネス・ブレークスルー大学院大学　投稿論文特集2007（研究ノート）『戦略的人的資源管理論の再検討』
木村琢磨著（ビジネス・ブレークスルー大学院大学客員研究員）2006年4月6日投稿受付、2006年10月20
日採択決定

19 アーサーアンダーセンのコンサルティング・ビジネス・サービス（1997年）の米国人パートナー、B. フリー
ドマン氏はHCS（ヒューマン・キャピタル・サービス）という言葉にこだわっていた。ヒト・モノ・カネ、
情報・知識・時間といった経営資源の中で、原材料、製品を、原料資源、製品資源、技術資源、情報資源と
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　そのため、「人財、創夢、仁慈」などの当て字用法が使われている企業ある。
　必要なのは、「人・ヒト・Person・People」という概念であって、そもそもヒトは「材料」でも「資
源」でも「資本」でもない。「ヒト」は「ヒト」そのものであり、経営用語として「ヒト・マ
ネジメント」、「ヒト管理」、「ヒト戦略」という用語の定着を願っている20。

　こだわっているわけではないが、筆者はヒトに注目する時は「人材」を、制度や組織に注目
する時は「人事」という用語を用いている。
　引用する場合は、論者の視点を尊重して論者の用語をそのまま用いる。

　あえて定義するならば、人材とは資源でも資本でもなく「エネルギー」だと思う。
　ヒトの熱意、心に火を灯す志、技術を開花させる意欲、組織と市場を活性化させる野心、未
来を照らす閃光、それらすべてのエネルギーの源泉が「ヒト」である。

　“Human Energy Management” “Human Energy Strategy”
　これ以上の呼称を思いつかない。
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